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RCEP協定フォローアップセミナーQ&A No.21 参考資料

RCEP協定 第3・2条(b) 原産材料のみから⽣産される産品

RCEP協定 第3・2条(a) 完全⽣産品

例︓⼀の国で成育された⽺から得られた⽺⽑（HS51.01）のみから当該⼀の国で⽣産された
紡⽑⽷（HS51.06）のみを製織した紡⽑織物（HS51.11）

※第3・1条 (l) 「原産品」⼜は「原産材料」とは、この章の規定に従って原産品とされる産品⼜は材料をいう。

紡⽑⽷
第51.06項
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原産地規則ポータル掲載
不備のある経済連携協定（EPA）原産地証明書等の取扱い

https://www.customs.go.jp/roo/procedure/fubi_epa.pdf

RCEP協定フォローアップセミナーQ&A No.24・25 参考資料
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第三者証明制度、認定輸出者制度
原産地証明書、認定輸出者による原産地申告

輸出者⼜は⽣産者による⾃⼰申告制度
原産品申告書及び
申告書作成者等から提供を受けている産品が原産品であること
を証明するために必要な追加的な資料
（「RCEP原産国」の決定に係る確認書類を含む。）

輸⼊者による⾃⼰申告制度
原産品申告書を含め、
産品が原産品であることを証明するために必要な全ての記録
（「RCEP原産国」の決定に係る確認書類を含む。）

【輸⼊者の書類保存義務】
選択した証明制度と保存書類

RCEP協定フォローアップセミナーQ&A No.29・46 参考資料



4

 完全⽣産品(WO)
契約書、⽣産証明書、製造証明書、漁獲証明書等

 原産材料のみから⽣産される産品(PE)
契約書、総部品表、製造⼯程フロー図、⽣産指図書、各材料・部品の投⼊記録、
製造原価計算書、仕⼊書、価格表等

 品⽬別規則を満たす産品
a. 関税分類変更基準（CTC）

総部品表⼜は材料⼀覧表（HS番号を含む）、製造⼯程フロー図、
⽣産指図書等

b. 付加価値基準（域内原産割合）（RVC）
製造原価計算書、仕⼊帳、伝票、請求書、⽀払記録、仕⼊書、価格表等

c. 加⼯⼯程基準（化学反応）（CR）
契約書、製造⼯程フロー図、⽣産指図書、⽣産内容証明書等

 その他の原産性の基準を適⽤する場合
原材料の締約国原産地証明書等、製造原価計算書、その他輸⼊しようとする産品が
協定に規定する原産性の基準（累積、僅少の⾮原産材料等）を満たしていることを
⽰すために必要となる事実を記載した資料

【輸⼊者の書類保存義務】
産品が原産品であることを証明するために必要な書類

RCEP協定フォローアップセミナーQ&A No.29・46 参考資料
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(1) 第2・6条2 付録に掲げる100品⽬に該当しない原産品
 原産材料のみから⽣産される産品であり、輸出締約国において軽微な⼯程以外の⽣産⼯程が

⾏われているもの
輸出締約国において軽微な⼯程以外の⽣産⾏為が⾏われていることが確認できるもの。

（例）製造⼯程フロー図、⽣産指図書等
 完全⽣産品⼜は品⽬別規則を満たす産品

原産品であることを証明するために必要な書類以上の追加的な保存は不要。
(2) 第2・6条3 付録に掲げる100品⽬に該当する原産品で、輸出締約国における付加価値が産品の

価額の総額の20%以上であるもの
輸出締約国における付加価値が産品の価額の総額の20%以上であることが確認できるもの。
（例）製造原価計算書、仕⼊帳、伝票、請求書、⽀払記録、仕⼊書、価格表等

(3) 第2・6条4 (1)(2)でRCEP原産国が決定されない産品
原産品の⽣産において使⽤された原産材料（⼀次材料）を提供した全ての締約国及びその価額
が確認できるもの。

（例）原材料の原産地証明書、契約書、総部品表、各材料・部品の投⼊記録、
製造原価計算書、仕⼊書、価格表等

(4) 第2・6条6 輸⼊者が選択するルール
(a) 「原産材料を提供した締約国」に適⽤する税率のうち最⾼税率

原産品の⽣産において使⽤された原産材料（⼀次材料）を提供した全ての締約国が確認
できるもの。
（例）原材料の原産地証明書、契約書、総部品表、各材料・部品の投⼊記録、仕⼊書等

(b) 「全ての締約国」に適⽤する税率の中で最⾼税率
原産品であることを証明するために必要な書類以上の追加的な保存は不要。

【輸⼊者の書類保存義務】
RCEP原産国の決定に係る確認書類

RCEP協定フォローアップセミナーQ&A No.29・46 参考資料



https://www.customs.go.jp/roo/2_leaflet_tokukei_sekisou.pdf
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RCEP協定フォローアップセミナーQ&A No.30・31・32 参考資料



 輸送途上で第三国を経由する場合、積送基準の要件を満たすことを証明する書類を
輸⼊締約国の税関に提出する必要がある。

 ⽇本への輸⼊においては、関税法施⾏令第61条第１項第２号ロに規定する「運送
要件証明書」となり、具体的には以下のような書類となる。
・ 通し船荷証券の写し
・ 税関その他の権限を有する官公署が発給した証明書
・ その他の税関⻑が適当と認める書類
（例）輸出締約国から第三国及び第三国から⽇本への運送関係関連書類（船荷証券等）

倉庫の管理責任者等による⾮加⼯の証明書類
税関監督下の倉庫への搬出⼊記録の写し等

 課税価格の総額が20万円以下の場合は、提出省略が可能。
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第三国（⾮締約国⼜は中間締約国）を経由する場合

第三国において、更なる加⼯が⾏われていないこと & 税関当局の監督の下に置かれていたこと
を証明する書類を⽇本税関に提出する。

積送基準を満たすことを証明する書類（運送要件証明書）

⾮締約国・中間締約国

RCEP協定フォローアップセミナーQ&A No.30・31・32 参考資料


